
令和８年度　上三川町予算の概要 
 

令和８年度は、「上三川町第８次総合計画」の初年度として、町の将来像『GOOD LIFE かみのかわ　～笑顔

あふれる 豊かなくらし～』の実現に向けた取り組みを推進するための予算編成としました。 

歳入においては、町税は前年度と比較し微増すると見込んでいます。大規模な建設事業の実施や子育て

支援、社会福祉や障がい福祉などの社会保障経費等の増加のため、町債の発行と財政調整基金等の取崩し

により財源を確保していきます。 

歳出においては、物価高騰や賃金上昇を適切に反映し、社会情勢の変化に的確に対応しながら複雑・多様

化する課題に柔軟に対応するため、重要性を見極めたうえで事業を計上しています。災害時の対応拠点とな

る町庁舎の大規模改修工事は最終年度となります。さらに、未来を担う子どもたちの健やかな成長と質の高

い教育環境の充実を図るため、小中学校において児童生徒用のタブレット型端末の購入と通信環境向上のた

めのネットワーク機器更新、給食費の無償化にかかる経費を計上しています。子育て・教育などの未来への

投資、町民の安全を守るための防災・減災への投資、本町の発展に欠かすことのできない産業への投資等、

持続可能なまちづくりを推進するための経費につきまして、精査のうえ計上しました。 

 

　一般会計予算は１５４億３，９００万円で、前年度当初予算と比較して８億６，３００万円、５．９％の増となりま

した。 

各特別会計予算は、国民健康保険事業予算２９億１，１００万円（前年度比２．５％減）、介護保険事業予算 

２４億３，８００万円（同３．９％増）、後期高齢者医療予算４億２，３００万円（同１１．６％増）、農業集落排水事

業予算２億４，４００万円（同２６．９％減）となりました。 

　以上、一般会計と特別会計を合計した予算総額は２１４億５，５００万円となり、前年度当初予算と比較して 

８億３，４００万円、４．０％の増となりました。 

　公営企業会計では、水道事業会計で、収益的収支（維持管理）は収入６億１，５７７万６千円、支出５億７，２４

１万８千円、資本的収支（設備投資）は収入５，２４０万７千円、支出４億８，６８６万２千円となりました。下水道

事業会計で、収益的収支（維持管理）は収入１０億９，９８０万８千円、支出９億８，１７１万７千円、資本的収支

（設備投資）は収入５億８，９４６万６千円、支出７億７５５万７千円となりました。 

 

◇ 令和８年度会計別予算集計表 

 
※各特別会計は、特定の事業を行うための会計で一般会計とは区別し、個別に経理しています。 

（単位：千円、％）

増減額 増減率

15,439,000 14,576,000 863,000 5.9

6,016,000 6,045,000 △ 29,000 △ 0.5

国民健康保険事業 2,911,000 2,985,000 △ 74,000 △ 2.5

介護保険事業 2,438,000 2,347,000 91,000 3.9

後期高齢者医療 423,000 379,000 44,000 11.6

農業集落排水事業 244,000 334,000 △ 90,000 △ 26.9

21,455,000 20,621,000 834,000 4.0

比較

一　般　会　計

特　別　会　計

計

会計 令和８年度 令和７年度

内
訳



 

 
 
 

 
 
※水道事業会計及び下水道事業会計では、それぞれ上水道事業及び下水道事業の管理運営を行い、民

間企業会計と同様の独立採算制をとっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業会計【公営企業会計】 　（単位：千円、％）

増減額 増減率

収益的収支 収入 615,776 585,721 30,055 5.1

（維持管理） 支出 572,418 578,155 △ 5,737 △ 1.0

資本的収支 収入 52,407 25,207 27,200 107.9

（設備投資） 支出 486,862 645,439 △ 158,577 △ 24.6

比較　　　　　　　　　年度
種別

令和８年度 令和７年度

下水道事業会計【公営企業会計】 　（単位：千円、％）

増減額 増減率

収益的収支 収入 1,099,808 951,406 148,402 15.6

（維持管理） 支出 981,717 893,967 87,750 9.8

資本的収支 収入 589,466 551,413 38,053 6.9

（設備投資） 支出 707,557 654,260 53,297 8.1

比較　　　　　　　　　年度
種別

令和８年度 令和７年度

用語説明 
※１　財政調整基金 ········· 計画的な財政運営を行うための預貯金です。



Ø 一般会計予算額の推移 

直近５年間における予算の推移は下図のとおりです。 

令和６年度からの継続事業である町庁舎の大規模改修事業の最終年度となります。また、物価高騰等の影

響により、前年度より予算規模が増加しています。 

以降、一般会計予算の概要について紹介していきます。 

 

Ø 歳入 

町税収入は、前年度比２，３３０万２千円（０．

４％）増の６４億７，３４４万６千円としています。

家屋の新築と設備導入による固定資産税の増

加を見込んだことが主な要因です。 

国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方

創生臨時交付金の増加が主な要因となり、前年

度比４億３，６０６万３千円（２０．５％）の増となっ

ています。 

県支出金は、小中学校等給食費負担軽減事

業費により、前年度比２億４，５２９万３千円（２３．

４％）の増となっています。 

繰入金については、 財政調整基金などから

総額１３億９，５２１万６千円を取り崩します。 

町債は、小中学校における学習者用端末の

整備、道路の改良工事や河川の護岸整備、町

庁舎の大規模改修事業の財源として、総額１１

億１，１８０万円を借り入れます。歳出の増加に

より、町債の活用や基金からの繰入金等を見込

んだ予算編成となっています。 

 

 



◇令和８年度歳入予算一覧 

 

※構成比各費目を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならないことがあります。 

また、構成比率が表示単位未満の場合には 0.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率

町税 6,473,446 6,450,144 23,302 0.4 41.9

繰入金 1,395,216 1,000,822 394,394 39.4 9.0

繰越金 560,000 300,000 260,000 86.7 3.6

諸収入 72,432 129,382 △ 56,950 △ 44.0 0.5

使用料及び手数料 59,670 58,167 1,503 2.6 0.4

寄附金 36,100 35,100 1,000 2.8 0.2

分担金及び負担金 34,659 37,838 △ 3,179 △ 8.4 0.2

財産収入 30,109 9,638 20,471 212.4 0.2

国庫支出金 2,567,733 2,131,670 436,063 20.5 16.6

県支出金 1,292,257 1,046,964 245,293 23.4 8.4

町債 1,111,800 1,717,100 △ 605,300 △ 35.3 7.2

地方消費税交付金 1,054,000 866,000 188,000 21.7 6.8

地方交付税 360,000 457,000 △ 97,000 △ 21.2 2.3

地方譲与税 141,852 144,961 △ 3,109 △ 2.1 0.9

法人事業税交付金 84,000 90,000 △ 6,000 △ 6.7 0.5

株式譲渡所得割交付金 50,000 15,000 35,000 233.3 0.3

地方特例交付金 42,426 36,514 5,912 16.2 0.3

配当割交付金 36,000 25,000 11,000 44.0 0.2

環境性能割交付金 29,000 20,000 9,000 45.0 0.2

交通安全対策特別交付金 2,300 2,700 △ 400 △ 14.8 0.0

利子割交付金 6,000 2,000 4,000 200.0 0.0

15,439,000 14,576,000 863,000 5.9

費   目 構成比

合   計 100.0

自
主
財
源

56.1

依
存
財
源

43.9

費目の説明 
町税 ····················· 住民の皆さんから納めていただく固定資産税や町民税、軽自動車税などです。 

なお、国民健康保険税は、特別会計『国民健康保険事業』における収入です。 
繰入金 ·················· 積み立てていた基金（預貯金）などから、繰り入れるお金です。 
繰越金 ·················· 前年度予算から繰越したお金です。 
国庫／県支出金 ·······国や県から使い道が決められて渡されるお金です。 
町債 ····················· 町が事業を行うために、長期間、銀行などから借り入れるお金（借金）です。 
地方交付税 ·············「普通交付税」、「特別交付税」があります。普通交付税は、全国の市町村で同じ行政サービ

スが受けられるように、国から支払われるお金です。特別交付税は、地籍調査や文化財保護

など特別な事情のある自治体に交付されます。 
○○○交付金 ··········国税（消費税や所得税など）から、町に配分されるお金です。 

自主財源 ················町税や基金の取り崩しなど、町が自ら得られる収入です。 
依存財源 ················国や県により決められた額を交付される、または割り当てられる収入です。 



Ø 歳出 

歳出を分類する場合、「目的別」・「性質別」の２種類で分類することができます。 

「目的別」では行政目的（仕事の内容）で分類するので、町の仕事のどの分野へ重点的にお金がかけられ

ているかが分かります。 

一方、「性質別」では人件費や物件費といった経済的性質に分類することで、財政の健全度等を把握するこ

とができます。 

 

◆目的別 

全体で最も高い割合を占めているのが、『民

生費』の３６．１％となっています。児童手当や子

どものための教育・保育給付費等の児童福祉事

業、自立支援給付等の障がい者福祉事業、各種

医療費助成事業等を計上しており、児童福祉事

業、障がい福祉事業ともに前年度より増加して

います。次いで、町庁舎の大規模改修事業を計

上した『総務費』が１６．６％、新産業団地・道の

駅整備事業、願成寺地区市街地整備事業、中心

市街地整備事業などを計上した『土木費』が１１．

８％となっています。『教育費』では、学習者用端

末整備事業を新規計上しており、構成比は１０．

２％となっています。『衛生費』では、クリーンパ

ーク茂原や芳賀地区広域行政事務組合斎場の

利用に伴う負担金を計上しており、施設の再整

備に伴って増加傾向となっています。 

◇令和８年度目的別歳出予算一覧 

 

※構成比各費目を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならないことがあります。 

また、構成比率が表示単位未満の場合には 0.0％となっています。 

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 構成比

民生費 児童・高齢者・障がい者等の福祉向上に 5,567,051 5,041,297 525,754 10.4 36.1

総務費 戸籍・徴税・まちづくりなどに 2,561,639 2,276,246 285,393 12.5 16.6

土木費 道路・公園・河川の整備などに 1,816,771 1,692,489 124,282 7.3 11.8

教育費 小中学校の運営やｽﾎﾟｰﾂ・文化の振興に 1,578,995 1,902,501 △ 323,506 △ 17.0 10.2

衛生費 健康増進やゴミ処理などに 1,074,819 965,721 109,098 11.3 7.0

公債費 借入金の返済のために 983,718 829,479 154,239 18.6 6.4

農林水産業費 農林水産業の振興のために 637,347 654,462 △ 17,115 △ 2.6 4.1

消防費 消防活動・地域防災活動などに 634,934 652,042 △ 17,108 △ 2.6 4.1

商工費 商工業の振興のために 462,110 433,368 28,742 6.6 3.0

議会費 議会運営のために 106,512 113,291 △ 6,779 △ 6.0 0.7

予備費 不測の事態に備えて 15,000 15,000 0 － 0.1

労働費 勤労者のために 100 100 0 － 0.0

災害復旧費 被災時の修繕などに 3 3 0 － 0.0

諸支出金 その他 1 1 0 － 0.0

15,439,000 14,576,000 863,000 5.9 100.0

費   目

合　　計



◆性質別 

全体に占める割合は、児童福祉や障がい福祉

などの社会保障に関わる『扶助費』が２４．５％、

石橋地区消防組合やクリーンパーク茂原等廃棄

物処理、小山広域保健衛生組合し尿処理、芳賀

地区広域行政事務組合斎場への負担金を計上し

ている『補助費等』が１６．２％、給食費無償化対

応や各事業における委託料を計上している『物件

費』が１６．１％、町庁舎の大規模改修事業や小中

学校での学習者用端末整備事業、下町第２町営

住宅の給排水工事、道路・橋梁・河川・公園等の

インフラ整備などを含む『普通建設事業費等』が１

５．９％となっています。 

性質別は、さらに『義務的経費』、『任意的（その

他の）経費』及び『投資的経費』に分類することが

でき、財政の弾力性や健全性を分析・比較する指

標となります。『義務的経費』は、法律上支出が義

務づけられており、任意に削減することが困難な

経費です。歳出総額に占める割合が高くなると、

財政の自由度は低くなります。そのうち、『扶助費』

は前年度比３億７，８２４万６千円増加しています。 

◇令和８年度性質別歳出予算一覧 

 
※構成比各費目を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならないことがあります。 

また、構成比率が表示単位未満の場合には 0.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率

扶助費 3,777,141 3,398,895 378,246 11.1 24.5

人件費 1,959,962 1,874,460 85,502 4.6 12.7

公債費 983,718 829,479 154,239 18.6 6.4

物件費 2,479,527 2,406,860 72,667 3.0 16.1

補助費等 2,507,704 2,140,284 367,420 17.2 16.2

繰出金 1,146,547 1,229,649 △ 83,102 △ 6.8 7.4

投資及び出資金 46,486 28,941 17,545 60.6 0.3

維持補修費 42,826 37,838 4,988 13.2 0.3

積立金 26,170 8,954 17,216 192.3 0.2

予備費 15,000 15,000 0 － 0.1

普通建設事業費 2,453,916 2,605,637 △ 151,721 △ 5.8 15.9

災害復旧費 3 3 0 － 0.0

15,439,000 14,576,000 863,000 5.9

費   目 構成比

合　　計 100.0 

義務的 43.5

投資的 15.9

任意的 40.6

費目の主な内容 
 扶助費 児童医療費助成や高齢者・障がい者の生活支援 物件費 施設管理の委託費や消耗品などの事務経費

 補助費等 下水道事業や石橋消防等団体への負担金など 繰出金 各保険事業や農業集落排水事業への支出

 公債費 借り入れた町債の償還金 投資及び出資金 下水道事業会計への出資

 維持修繕費 公共施設・備品の補修 普通建設事業費 道路や学校などの改修工事費



Ø 令和８年度一般会計主な事務事業の概要 

 

 

※主な事務事業の概要については、PDF 化した後に結合する。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６　令和8年度一般会計主な事務事業の概要

(単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

◇総務費

ふるさと応援寄附事業 ふるさと納税返礼品、ポータルサイト利用等
20,708 20,708 

庁用自動車購入事業 庁用車の更新
11,575 300 11,275 

継
続

庁舎大規模改修事業 庁舎大規模改修等
1,077,399 552,400 400,000 124,999 

交通安全施設整備事業 カーブミラー等の整備
3,000 3,000 

ＬＥＤ防犯灯整備事業 ＬＥＤ防犯灯整備
14,670 14,670 

自治会公民館整備支援事業 自治会公民館の修繕等の補助
809 809 

コミュニティ施設整備事業 コミュニティセンター等の整備
24,000 24,000 

拡
充

デマンド交通運行事業 デマンド交通の運行
33,802 4,772 96 28,934 

移住定住促進事業 移住支援金の交付等、移住定住の促進
6,371 3,717 2,654 

ネットワークシステム整備事業
庁内ネットワークシステムの整備・管理運用及
びセキュリティ対策 177,314 177,314 

ＤＸ推進事業 自治体ＤＸの推進
11,356 1,518 9,838 

地番図データ更新事業 地番図データ更新及び家屋現況図データ更新等
3,190 3,190 

評価替えに伴う路線価等再評価事業 評価替えに伴う路線価等再評価業務
2,541 2,541 

住民票等のコンビニ交付事業 住民票等のコンビニ交付
5,526 3,266 2,260 

◇民生費

社会福祉協議会補助事業 町社会福祉協議会への運営費及び事業費の補助
61,684 2,222 8,194 51,268 

重層的支援体制整備事業
対象者の属性を問わない相談支援、参加支援、
地域づくりに向けた支援の一体的実施 6,503 4,876 1,627 

地域福祉計画・社会福祉協議会地域福
祉活動計画策定事業

地域福祉計画・社会福祉協議会地域福祉活動計
画の策定 2,973 1,347 1,626 

重
交

物価高騰対応低所得者支援給付金事業 住民税非課税世帯に対する支援
63,758 63,755 3 

自立支援医療費支給事業
身体機能障がいを軽減・改善するための医療給
付 38,790 25,452 13,338 

重度心身障害者医療費助成事業 重度の障がい者に対する医療費の助成
43,105 20,077 23,028 

地域生活支援事業
障がい者（児）が地域で生活を営むための各種
支援事業 46,096 14,206 31,890 

障害者自立支援給付事業

障がい者等が自立した生活を営めるよう必要な
サービスの給付と支援
身体障がい者に対する補装具の購入及び修理費
用を支給 913,504 685,128 228,376 

障がい者等支援施設運営事業
ふれあいの家ひまわり、こども発達支援セン
ターおひさまの家の運営 15,638 15,638 

難病患者等福祉手当支給事業
難病患者等に対する手当支給（対象者２３２
人） 9,720 9,720 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画 障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定
5,223 5,223 

上三川いきいきプラザ管理運営事業 上三川いきいきプラザの運営
234,674 1,542 233,132 

上三川いきいきプラザ施設・設備修繕
事業

上三川いきいきプラザの施設及び設備の修繕等
4,513 4,513 

敬老会事業 敬老会の開催
1,574 1,574 

シルバー人材センター運営補助事業 人件費・運営費・施設管理費補助
9,000 9,000 

老人福祉措置事業
養護老人ホーム入所措置・短期入所生活介護措
置 6,604 450 6,154 

敬老祝金支給事業
対象者７０２人(８０歳・８５歳・９０歳・９
５歳・１００歳） 9,001 9,001 

第３子以降出産祝金事業
第３子以降の出産に祝金を支給　（支給額：２
０万円） 5,000 5,000 

ベビーギフト事業 出産祝品の贈呈
2,159 2,159 

放課後児童健全育成事業
指定管理者による放課後児童クラブの運営（９
学童クラブ） 119,049 67,978 51,071 

医療費助成事業
未就学の子どもから高校３年生までの児童・ひ
とり親家庭・妊産婦に対する医療費助成

196,900 66,748 130,152 

財源内訳
事業名 事業内容 事業費

A0677
線



(単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源
財源内訳

事業名 事業内容 事業費

子ども・子育て支援事業 子どものための教育・保育給付
1,618,071 1,182,899 32,429 402,743 

保育所等助成事業 私立保育園等への運営委託及び事業費補助
173,218 75,447 97,771 

子育て支援センター事業
子育て支援センター及び一時預かりに係る運営
委託 41,885 9,408 316 32,161 

◇衛生費

高齢者予防接種事業 高齢者各種予防接種の実施及び費用助成
44,211 44,211 

成人予防接種事業 成人各種予防接種の実施及び費用助成
20,867 4,558 16,309 

健康づくり事業
生活習慣病予防・改善　
運動教室等の開催、健康マイレージ 3,014 504 2,510 

がん・結核検診事業 各種がん等及び結核の検診
64,960 949 64,011 

母子予防接種事業 各種予防接種の実施及び費用助成
83,447 83,447 

拡
充

母子健康教育事業
母子及び乳幼児の健康診査、保健指導、不妊治
療費助成、妊婦のための支援給付金

62,984 29,499 33,485 

浄化槽設置整備補助事業 浄化槽設置等補助（４基）
2,092 1,222 870 

環境美化運動推進事業 花いっぱい運動・ごみゼロ運動の推進
2,800 1,400 1,400 

家庭用脱炭素設備等普及推進事業 家庭用脱炭素設備購入補助
4,000 400 3,600 

重
交

省エネ家電購入促進事業 省エネ家電購入補助
2,000 2,000 

斎場運営事業
芳賀地区広域行政事務組合斎場利用に伴う費用
負担 58,146 58,146 

循環型社会形成推進地域計画策定事業 循環型社会形成推進地域計画策定業務
1,944 1,944 

資源再利用運動推進事業
資源物収集運搬業務及び資源再利用運動報償金
支給 10,565 2,110 8,455 

一般廃棄物収集運搬業務委託事業 ごみ収集運搬業務
75,504 75,504 

クリーンパーク茂原等運営事業 ごみ処理施設の広域利用に伴う費用負担
297,530 297,530 

小山広域保健衛生組合運営事業
小山広域クリーンセンターのし尿処理施設維持
費用負担 86,455 86,455 

◇農林水産業費

農業公社支援事業 農業公社運営支援
12,712 12,712 

園芸産地振興対策事業 パイプハウスの導入費補助
2,400 2,400 

土地利用型経営体育成事業
集落営農組織や個別経営体等への農業機械導入
経費補助 9,600 9,600 

環境保全型農業直接支払交付金事業
有機農業の取組など環境保全効果の高い取組へ
の支援 6,758 5,071 1,687 

多面的機能支払事業
地域が共同で行う水路等、農業施設の維持管理
活動への支援 10,514 7,907 2,607 

農業人材力強化総合支援事業 独立・自営を目指す新規就農者への支援
26,250 25,250 500 500 

スマート農業技術導入支援事業
認定農業者等へのスマート農業技術導入経費補
助 1,000 1,000 

重
交

物価高騰対策農業者支援事業
物価高騰による影響を受けている農畜産業者に
対する支援 40,000 30,389 9,611 

農業振興奨励金事業
農業用施設等を新設又は増設した農業者等に固
定資産税相当額を交付 1,250 1,250 

新
規

担い手確保・経営強化支援事業
地域の中核となる担い手が農業用機械･施設を
導入することへの補助 15,000 15,000 

土地改良事業
土地改良区が行う農業用水利施設の改修事業支
援 25,000 12,250 12,750 

水利施設管理強化事業 国営事業により造成された施設の管理支援
3,077 2,307 770 

農地再整備事業 農業生産基盤の再整備
2,529 2,529 

農村地域防災減災事業
自然災害による農地、農業用施設への被害予防
対策 90,000 74,800 15,200 

農村公園維持管理事業 農村公園の維持管理
17,721 17,721 

A0677
線



(単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源
財源内訳

事業名 事業内容 事業費

改善センター維持管理事業 農業振興施設の管理運営及び維持管理
10,199 37 10,162 

農業再生対策推進事業
農業再生対策及び経営所得安定対策直接支払の
推進 24,000 8,000 16,000 

◇商工費

重
交

エネルギー価格等高騰対策支援金交付
事業

中小企業者等に対するエネルギー価格（燃料
費、光熱費）の高騰対策支援 39,200 30,388 8,812 

かみのかわ景観スポット整備事業 イベント開催支援及びひまわり畑整備事業
6,148 1,500 4,648 

フェスタｉｎかみのかわ事業 イベント開催支援
4,500 2,250 2,250 

かみのかわ町おこし夏祭り事業 イベント開催支援
3,150 1,575 1,575 

重
交

プレミアム商品券事業
プレミアム商品券の発行による消費者及び中小
小売業支援 42,000 42,000 

企業誘致事業 工場の新設又は増設に対する奨励金の交付
69,980 69,980 

継
続

道の駅整備推進事業 （仮称）道の駅かみのかわの整備
10,465 10,465 

◇土木費

地籍調査事業 認証・登記、成果の閲覧・交付
3,129 36 3,093 

道路台帳整備事業 道路新設・改良等に伴う道路台帳の補正
8,503 8,503 

道路維持事業 道路維持管理業務委託、舗装修繕工事等
121,670 32,400 89,270 

橋梁維持管理事業 橋梁の修繕設計・修繕工事
102,020 51,150 37,600 13,270 

道路整備事業 生活道路・幹線道路の整備
154,700 45,700 72,200 36,800 

新産業団地・道の駅整備事業 新産業団地・道の駅周辺道路の整備
147,000 40,000 87,700 19,300 

交通安全施設整備事業 防護柵・区画線等の設置
8,000 8,000 

河川事業 普通河川の護岸整備・護岸修繕等
12,000 10,000 2,000 

願成寺地区市街地整備事業 街区公園の整備
67,923 50,200 17,723 

中心市街地整備事業
大通り公園再整備、まち歩き駐車場整備、道路
美装化等 32,880 16,150 14,500 2,230 

新
規

都市計画基礎調査事業 都市計画に関する基礎調査
5,379 5,379 

都市計画マスタープラン策定事業 都市計画マスタープラン改定
2,517 2,517 

新
規

立地適正化計画策定事業 立地適正化計画策定
4,108 2,020 2,088 

公園維持管理事業 都市公園の維持管理
152,241 17,125 12,700 1,579 120,837 

公共下水道事業 下水道事業会計への補助金等
599,661 599,661 

継
続

下町第二町営住宅給排水工事 給排水設備更新工事
153,274 76,637 76,637 

定住のための住宅取得支援事業 住宅取得補助
5,830 5,830 

◇消防費

石橋地区消防組合事業 石橋地区消防組合への負担金
561,593 561,593 

消火栓設置事業 消火栓設置（７基）の負担金
9,100 9,100 

消防設備整備事業
団員新詰所新築調査測量等、団員旧詰所解体、
防火水槽撤去 9,786 9,786 

防災体制整備事業 備蓄食料等の整備
1,096 1,096 

◇教育費

学習者用端末整備事業 学習者用端末の通信料、保守料
236,661 76,893 97,400 62,368 

教育支援センター事業 不登校児童生徒に対する教育支援
9,029 9,029 

教育指導体制整備事業 スクールカウンセラーによる教育支援
4,412 4,412 

学校図書館司書配置事業 学校図書館司書の配置
17,132 17,132 

A0677
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(単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源
財源内訳

事業名 事業内容 事業費

外国語教育推進事業 外国語指導助手の配置
35,737 35,737 

中学生海外派遣事業 中学生をオーストラリアへ派遣
10,480 4,400 6,080 

小学校教育機器整備事業 パソコン整備（教職員用）
32,942 32,942 

小学校施設維持事業 本郷小学校プール修繕工事　等
5,893 5,893 

小学校施設改修事業 本郷小学校給水設備（高架水槽）改修工事
19,512 18,000 1,512 

小学校大規模改修事業
北小学校屋内運動場照明器具ＬＥＤ化改修工事
設計業務 1,859 1,859 

小学校教材備品整備事業 教材、図書、理科備品の整備
5,912 500 5,412 

拡
充

小学校学級運営等改善事業
特別教育指導員、学習支援員、教員業務支援員
の配置 63,511 3,139 60,372 

中学校教育機器整備事業 パソコン整備（教職員用）
21,315 21,315 

中学校施設維持事業 上三川中学校総合学習室空調機設置工事　等
6,767 6,767 

中学校大規模改修事業
本郷中学校屋内運動場照明器具ＬＥＤ化改修工
事設計業務 2,200 2,200 

中学校教材備品整備事業 教材、図書備品の整備
3,062 3,062 

英語力向上事業 英語検定の受験を促進
1,352 1,352 

拡
充

中学校学級運営等改善事業
特別教育指導員、学習支援員、教員業務支援員
の配置 30,637 1,527 29,110 

地域子ども教室推進事業 放課後子ども教室、地域未来塾
12,797 2,738 10,059 

新
規

部活動地域展開事業 地域クラブ運営
5,676 5,676 

生涯学習センター事業
ＯＲＩＧＡＭＩプラザ内生涯学習センターの維
持管理 40,753 1,064 39,689 

生涯学習推進事業 各種学級講座等
4,197 4,197 

新
規

東館南集会所改修事業 東館南集会所の給排水設備改修
7,932 7,932 

図書館運営事業 町立図書館の運営
70,220 70,220 

上神主・茂原官衙遺跡保存整備事業 保存活用計画の策定・刻書瓦保存処理
4,119 2,059 1,030 1,030 

しらさぎマラソン大会事業 マラソン大会の開催
3,290 2,100 1,190 

町民スポーツレクリエーション祭事業 スポーツレクリエーション祭の開催
2,552 2,552 

体育施設等指定管理事業 体育施設及び都市公園施設の運営
20,093 20,093 

重
交

給食センター運営事業
給食センターの運営、調理・配送及び配膳業務
の委託、給食費無償化 354,255 153,000 36 201,219 

給食センター維持管理事業
給食センター施設・設備・備品等の更新及び修
繕 16,553 16,553 



Ø 基金の推移 

基金（町の貯金）には、特定の目的のために資金を積み立てる（基金を使用する時は、積み立てた基金を

取り崩して使用する）「特定目的基金」と、特定の目的のために定額資金を運用する（基金を使用するときは、

基金の運用益を使用する）「定額運用基金」の２種類があります。 

 

 

Ø 町債の推移 

町では各種事業を実施するために、国や銀行などから資金の借入を行っています。 

 

 

 

（単位：千円、％）

発行予定額 償還予定額
会計間

移行予定額

一 般 会 計 7,877,872 1,111,800 913,630 0 8,076,042

農業集落排水
事業特別会計

1,528,733 0 98,142 △ 427,589 1,003,002

水道事業会計 583,598 0 91,989 0 491,609

下水道事業会計 4,045,788 162,100 429,921 427,589 4,205,556

合　計 14,035,991 1,273,900 1,533,682 0 13,776,209

令和８年度増減額

会　計
令和７年度末
（見込み）

令和８年度末
（見込み）

（単位：千円）

令和７年度末 令和８年度末

（見込み） 積立予定額 取崩予定額 （見込み）

財政調整基金 2,282,839 14,138 563,000 1,733,977

町債管理基金 1,009,780 3,655 300,000 713,435

公共施設等総合管理基金 703,153 4,223 442,000 265,376

社会福祉基金 57,806 447 8,194 50,059

森林環境譲与税基金 9,144 2,880 0 12,024

町営住宅施設整備基金 88,130 744 72,028 16,846

義務教育施設整備基金 19,212 83 0 19,295

土地開発基金 485,861 0 0 485,861

商工振興資金融資事業基金 221,264 0 0 221,264

印紙等購買基金 2,000 0 0 2,000

4,879,189 26,170 1,385,222 3,520,137

581,437 4,120 70,000 515,557

5,041 16 0 5,057

536,072 3,073 63,748 475,397

1,122,550 7,209 133,748 996,011

6,001,739 33,379 1,518,970 4,516,148

令和８年度増減額

特定目的基金

定額運用基金

一 般 会 計 合 計

国民健康保険財政調整基金

高額療養費等資金貸付基金

介護給付費準備基金

特 別 会 計 合 計

合　計

基　金



Ø 地方消費税率の引き上げ分に係る使途の明確化 

当初予算における、地方消費税交付金（社会保障財源化分）の収入額及び充当状況は以下のとおりです。 

 

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各経費に要する一般財源の比率に応じて充当 

※社会保険に係る予算額（対象経費）は、一般会計から各特別会計への繰出金を計上

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 550,000 千円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 2,872,360 千円

　【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
地方消費税

交付金（社会保
障財源化分）

その他

児童福祉 715,996 627,949 0 5,129 35,837 47,081

母子福祉 196,700 66,510 0 238 56,164 73,788

高齢者福祉 6,742 0 0 450 2,719 3,573

障害者福祉 1,035,208 745,093 0 236 125,284 164,595

小　　計 1,954,646 1,439,552 0 6,053 220,004 289,037

国民健康保険 186,046 79,974 0 0 45,844 60,228

介護保険 403,766 11,025 0 169,740 223,001

後期高齢者医療 76,532 47,201 0 0 12,677 16,654

小　　計 666,344 138,200 0 0 228,261 299,883

医療に係る施策 11,182 0 0 0 4,833 6,349

感染症その他の疾病の予防策 238,253 2,622 0 12,850 96,284 126,497

健康増進施策 1,935 504 0 0 618 813

小　　計 251,370 3,126 0 12,850 101,735 133,659

2,872,360 1,580,878 0 18,903 550,000 722,579

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

合　　計

区　　分
予算額

（対象経費）

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生


